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4 令和５年度沖縄地域MaaS導入推進調査事業 最終報告書

１．事業概要

久米島（離島）の課題整理および方策・実施内容

久米島の抱える課題に対して、ラストワンマイル事業・異業種連携・再エネの地産地消につ
いて３つの方策を基に対応策を実施した

【課題①】

自動車に頼った
移動手段町営バ
スの利便性

【課題②】

化石燃料に依存
した

エネルギー源

ラストワンマイル

モビリティ

の充実

異業種連携

による

サービス提供

モビリティの

地産地消

再エネ活用

自家用車・レンタカー

に依存する島内交通

交通手段の少なさが

観光客受入を制限

住民の買物・通院

島内物流が制限

潜在的な観光ニーズ

の取りこぼし

エネルギー調達コスト面

の課題解決

『久米島町ゼロカーボン

シティ宣言』の実践

■グリーンスローモビリティを活用したサービスの提供

• 久米島町営町営バスとグリーンスローモビリティ（グリスロ）が

有機的に連携し、住民および観光客にとって利便性が高い公

共交通機関網を実装する。

• 一年を通して定期的な利用機会がある住民にとっての利便性

を最優先した公共交通機関網および価格体系を構築する。

• 将来的な運転手不足への対策として、自動運転を取り入れた

グリスロを整備する。

■住民向けサービスの提供

• 小売店等と連携した買物困難地区への移動販売またはネット

スーパー購入品配送などに関するニーズを把握した。

• 医療機関とヒアリングを実施し、連携し遠隔診療と遠隔診療を

受診した患者さんへの薬の宅配サービスのニーズを把握した。

■利用者（住民、事業者、観光客）ニーズを反映したMaaSシス

テムの提供

• ラストワンマイル事業と連動した、グリスロの利便性向上のため

のMaaSシステムの導入

• 異業種連携事業と連動したMaaSアプリ等を提供する

実施内容具体的な課題 方策課題

：本事業で特に注力した内容

■観光サービスの提供

• 島内の観光コンテンツを活用し、グリスロと連携した観光ツアー/

アクティビティを提供する。

• 送迎サービスを提供していないダイビングショップと連携した、ダイ

ビング客向けの宿泊先から出発港への送迎サービスを提供する
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２．本調査事業実施内容

シンポジウム概要

シンポジウムは3月8日にて「沖縄交通」、「離島のMaaSモデル」、「スマートモビリティに関する
施策」に関わる講演を行い、62名の聴講者が参加した

Confidential

日付

場所

プログラム

2024年3月8日（金）13時30分～15時30分

＜主催者挨拶＞

➢ 沖縄総合事務局経済産業部地域経済課

＜講演＞

◆沖縄交通 リ・デザインに向けて

➢ 沖縄総合事務局運輸部企画室村上隼氏

◆八重山MaaS
➢ （株）オリエンタルコンサルタンツ沖縄支社 佐藤貴行

氏

◆久米島MaaS
➢ 一般社団法人くめじまDMO 和田ひとみ氏

◆スマートモビリティに関する施策

➢ 経済産業省製造産業局自動車課モビリティ室

秋元裕太氏

＜閉会挨拶＞

➢ おきなわスマートモビリティチャレンジシンポジウム事務局

オンライン開催（Teams）

くめじまDMOより提供

参加対象 企業、大学、自治体、支援機関等

参加者

実績
62名
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３．本調査結果のまとめ

アンケート調査のまとめ

今回の調査結果より、EVカート利用者から公共交通機関を利用した移動ニーズを確認する
ことができたことから、実際EVに試乗してその利便性を認識してもらうことが重要だと考える

◼ 今回、EVカート利用者から自動車移動から交通機関移動への乗り換えニーズを確認できたことから、実際にEVカートに乗ってもらいその

利便性を実感してもらうことが重要だと考えられる

◼ 島全体の行動変容を目指すため、今回の運行エリア（じんじんロード周辺）を中心とした運行エリアの拡大や運行頻度について本デー

タをベースに詳細な分析を進める

◼ 乗車後・戸別アンケート共に公共交通機関を利用したい用途としては「買物」や「通学」という回答が多かった

◼ 自動車移動から公共交通機関を用いた移動への乗換の検討有無について、戸別アンケートでは「検討する」と回答したのは全体の

34%だったのに対し、乗車アンケートでは「検討する」または「条件付きで検討する」が9割近くを占めていた。

乗車後・戸別アンケート調査の結果・考察

結果

考察＆

今後の分析
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３．本調査結果のまとめ

本調査事業結果のまとめ

本調査事業の結果から、久米島ではEVカートを活用することで公共交通の利便性を高め
られる可能性が高く、また異業種連携によるサービス提供を組み合わせることで、持続可能
な公共交通サービス提供の一助となるのではないか

自家用車・レンタカーに依存する島内交通

交通手段の少なさが観光客受入を制限

住民の買物・通院、島内物流が制限

潜在的な観光ニーズの取りこぼし

エネルギー調達コスト面の課題解決

『久米島ゼロカーボンシティ宣言』の実践

【課題①】

自動車に頼った移動手段

町営バスの利便性

【課題②】

化石燃料に依存した

エネルギー源

久米島が抱える具体的な課題

ラストワンマイルモビリティの充実

• 町営バスが対応できない部分を補完するラストワンマイル
交通としてEVカートを活用することで、島内公共交通の利
便性を向上させ、島民の自立した島内移動を可能にする

• レンタカーを借りない観光客が、気軽に島内観光ができる
島内移動の柔軟性を確立する

異業種連携によるサービス提供

• 久米島内小売店や薬局、配送事業者と連携した、ネッ
トスーパーや買物、薬などの配送サービスなどの実施

• 久米島内観光事業者と連携し、季節に合わせた、EVカー
ト活用観光コンテンツの販売・運営の実施をすることで、
短時間で効率よく島内観光ができるようにする

モビリティの地産地消再エネ活用

• 久米島に既に導入されている太陽光発電や温度差発電
などと連携してクリーンエネルギーの新たな需要先としてEV
カート事業を導入する

• エネルギー需要の大きな部分を占めている運輸部門の脱

炭素化を進めることで、持続可能な公共交通サービス提
供の一助となるのではないか

課題解決に向けた方策
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